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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

 

回次
第97期

第2四半期
連結累計期間

第98期
第2四半期

連結累計期間
第97期

会計期間
自　2021年4月 1日
至　2021年9月30日

自　2022年4月 1日
至　2022年9月30日

自　2021年4月 1日
至　2022年3月31日

売上高 (百万円) 72,850 81,498 167,594

経常利益 (百万円) 5,513 5,838 13,900

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,566 3,787 9,140

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,006 3,136 10,133

純資産額 (百万円) 89,967 94,751 93,385

総資産額 (百万円) 145,092 150,575 161,036

1株当たり四半期(当期)純利益 (円) 100.24 106.99 257.43

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 59.6 60.0 55.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △119 276 6,861

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △390 △979 11,525

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,269 △1,836 △3,382

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 37,748 52,779 54,921
 

 

回次
第97期

第2四半期
連結会計期間

第98期
第2四半期

連結会計期間

会計期間
自　2021年7月 1日
至　2021年9月30日

自　2022年7月 1日
至　2022年9月30日

1株当たり四半期純利益 (円) 64.78 65.45
 

(注) 1 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第2四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第2四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く事業環境は、新型コロナウイルス感染症の影響が続

く中、資材価格の高止まりや調達遅延等のサプライチェーンリスクの顕在化、そして、急激な円安の進行や物価高

等もあり、景気の先行きは非常に不透明な状況が続いております。

建設業界においては、政府建設投資及び民間建設投資ともに堅調に推移しておりますが、慢性的な建設労働者不

足や建設コスト上昇懸念等もあり、引き続き受注の動向に注視していく必要があります。

 
このような状況の中、当社グループは、従業員並びに関係する皆様の安全を最優先とし、行政の方針・指導に従

い新型コロナウイルス感染症拡大の防止に努めた上で、「住友事業精神」と「住友電設グループ企業理念」に基づ

く経営の基本方針に沿って、電気の安定供給等の社会インフラ維持に努める等、社会の要請に応えるべく事業活動

を展開しております。2020年度よりスタートした中期経営計画「VISION24」（2020～2024年度：5ヵ年計画）に基

づき、「新たな成長戦略と総合力で持続的発展を！」をテーマに掲げ、「総合設備企業グループ」として、各部門

の施工力、技術力の底上げに向けて資源を投入し、より一層の成長・拡大を図るため、グループ一体となって取り

組んでおります。

 
この結果、当第2四半期連結累計期間の業績につきましては、以下のとおりとなりました。

 
受　　注　　高 988億84百万円（前年同期比 7.3％増）

売　　上　　高 814億98百万円（前年同期比 11.9％増）

営　業　利　益 53億07百万円（前年同期比 6.3％増）

経　常　利　益 58億38百万円（前年同期比 5.9％増）

親会社株主に帰属する四半期純利益 37億87百万円（前年同期比 6.2％増）
 

 

受注高につきましては、移動体基地局工事の前年同期からの反動減等により情報通信工事が減少したものの、国

内での大型工事の受注もあり、一般電気工事が増加したこと等から前年同期より増加いたしました。売上高につき

ましても、一般電気工事や情報通信工事の大型手持工事が進捗し、前年同期より増加いたしました。利益面では、

働き方改革・職場環境の改善、事業の根幹を支える人材の確保・育成のための経費が増加したものの、売上高の増

加に加え、工事採算の改善、経費削減にグループ一体となって取り組んだ結果、営業利益、経常利益、親会社株主

に帰属する四半期純利益ともに、前年同期より増加いたしました。

セグメント別では、設備工事業の受注高は94,476百万円（前年同期比7.4%増）、売上高は77,090百万円（同

12.3%増）、セグメント利益は5,175百万円（同6.5%増）となり、機器販売を中心とするその他のセグメントでは、

受注高及び売上高は4,408百万円（同4.8%増）、セグメント利益は130百万円（同1.4%減）となりました。

 
当第2四半期連結会計期間末の資産の部は、主に工事代金回収の進展により受取手形・完成工事未収入金等が減

少したことや保有株式の株価下落・売却により投資有価証券が減少したこと等から、前連結会計年度末に比べ

10,460百万円減少の150,575百万円となりました。

当第2四半期連結会計期間末の負債の部は、主に工事代金の支払等により支払手形・工事未払金等が減少したこ

とや法人税等の納付により未払法人税等が減少したこと等から、前連結会計年度末に比べ11,826百万円減少の

55,824百万円となりました。
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当第2四半期連結会計期間末の純資産の部は、保有株式の株価下落によりその他有価証券評価差額金が減少した

一方で、利益剰余金が増加したこと等から、前連結会計年度末に比べ1,365百万円増加の94,751百万円となりまし

た。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、当第2四半期連結累計期間は276百万円の収入（前第2四半期連結累計期

間は119百万円の支出）となりました。これは仕入債務の減少や法人税等の支払等による支出がある一方で、税金

等調整前四半期純利益の計上に加え、売上債権の減少等があったことによるものであります。投資活動による

キャッシュ・フローは、当第2四半期連結累計期間は979百万円の支出（前第2四半期連結累計期間は390百万円の支

出）となりました。これは、主に中期経営計画「VISION24」で掲げる成長投資における設備投資に伴う固定資産の

取得等の結果であります。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、当第2四半期連結累計期間は1,836百万円

の支出（前第2四半期連結累計期間は1,269百万円の支出）となりました。これは主に配当金の支払いによる支出で

あります。

この結果、現金及び現金同等物の当第2四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末54,921百万円と比べ

2,141百万円減少の52,779百万円となりました。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第2四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに発生した課題はありません。

 
(4) 研究開発活動

当第2四半期連結累計期間の研究開発費の総額は265百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,000,000

計 73,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第2四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年9月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年11月4日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 35,635,879 35,635,879
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数100株

計 35,635,879 35,635,879 － －
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年7月 1日～
2022年9月30日

－ 35,635 － 6,440 － 6,038
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(5) 【大株主の状況】

  2022年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜4丁目5番33号 17,828 50.35

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 3,356 9.48

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG
S.A. 381572
（常任代理人）株式会社みずほ
銀行決済営業部

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6,
ROUTE DE TREVES, L-2633 SENNINGERBERG,
LUXEMBOURG
（東京都港区港南2丁目15番1号）

975 2.76

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8番12号 741 2.09

住友電設共栄会 大阪市西区阿波座2丁目1番4号 703 1.99

北港運輸株式会社 大阪市此花区春日出北3丁目2番1号 624 1.76

BARCLAYS CAPITAL INC A/C
CLIENT SAFE CUSTODY
（常任代理人）バークレイズ証
券株式会社

745 SEVENTH AVENUE, NEW YORK NY 10019,
UNITED STATES
（東京都港区六本木6丁目10番1号）

539 1.52

住友電設従業員持株会 大阪市西区阿波座2丁目1番4号 538 1.52

JP MORGAN CHASE BANK 385632
（常任代理人）株式会社みずほ
銀行決済営業部

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南2丁目15番1号）

443 1.25

野村信託銀行株式会社（信託
口）

東京都千代田区大手町2丁目2番2号 371 1.05

計 － 26,122 73.78
 

(注) 上記の所有株式には、信託業務による所有数を次のとおり含んでおります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　2,048千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　481千株

野村信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　　371千株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 229,300
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,358,900
 

353,589 －

単元未満株式 普通株式 47,679
 

－ 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 35,635,879 － －

総株主の議決権 － 353,589 －
 

(注) 1 単元未満株式には、当社所有の自己株式74株が含まれております。

2 上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2022年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
住友電設株式会社

大阪市西区阿波座
2丁目1番4号

229,300 － 229,300 0.64

計 － 229,300 － 229,300 0.64
 

 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

1　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

2　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間(2022年7月1日から2022年9月30

日まで)及び第2四半期連結累計期間(2022年4月1日から2022年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限

責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2022年9月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 55,266 53,145

  受取手形・完成工事未収入金等 62,338 54,467

  未成工事支出金等 ※1  3,212 ※1  4,506

  その他 2,122 1,801

  貸倒引当金 △9 △10

  流動資産合計 122,930 113,910

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 7,009 7,022

   その他 14,315 15,220

    減価償却累計額 △8,131 △8,564

    その他（純額） 6,184 6,655

   有形固定資産合計 13,193 13,678

  無形固定資産   

   のれん 234 176

   その他 720 957

   無形固定資産合計 954 1,133

  投資その他の資産   

   投資有価証券 19,632 17,399

   その他 4,851 4,795

   貸倒引当金 △526 △341

   投資その他の資産合計 23,957 21,853

  固定資産合計 38,106 36,665

 資産合計 161,036 150,575

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 38,494 31,665

  短期借入金 1,609 1,641

  未払法人税等 3,169 1,074

  引当金 163 69

  その他 17,506 14,921

  流動負債合計 60,944 49,372

 固定負債   

  長期借入金 1,001 965

  役員退職慰労引当金 16 16

  退職給付に係る負債 1,211 1,256

  その他 4,477 4,214

  固定負債合計 6,706 6,452

 負債合計 67,651 55,824
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2022年9月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,440 6,440

  資本剰余金 6,102 6,107

  利益剰余金 67,742 69,795

  自己株式 △437 △420

  株主資本合計 79,847 81,922

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 9,688 8,283

  繰延ヘッジ損益 1 △0

  為替換算調整勘定 286 605

  退職給付に係る調整累計額 △375 △418

  その他の包括利益累計額合計 9,601 8,470

 非支配株主持分 3,936 4,357

 純資産合計 93,385 94,751

負債純資産合計 161,036 150,575
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第2四半期連結累計期間
(自 2021年4月 1日
　至 2021年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
　至 2022年9月30日)

売上高 72,850 81,498

売上原価 63,291 70,954

売上総利益 9,558 10,543

販売費及び一般管理費   

 従業員給料手当 1,729 1,993

 その他 2,838 3,242

 販売費及び一般管理費合計 4,568 5,235

営業利益 4,990 5,307

営業外収益   

 受取利息 34 31

 受取配当金 225 261

 為替差益 29 123

 その他 270 143

 営業外収益合計 559 560

営業外費用   

 支払利息 18 10

 その他 18 19

 営業外費用合計 36 30

経常利益 5,513 5,838

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 235

 特別利益合計 - 235

特別損失   

 固定資産売却損 8 -

 減損損失 25 -

 特別損失合計 33 -

税金等調整前四半期純利益 5,480 6,073

法人税、住民税及び事業税 1,059 1,275

法人税等調整額 647 650

法人税等合計 1,706 1,925

四半期純利益 3,773 4,147

非支配株主に帰属する四半期純利益 207 359

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,566 3,787
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【四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第2四半期連結累計期間
(自 2021年4月 1日
　至 2021年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
　至 2022年9月30日)

四半期純利益 3,773 4,147

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,437 △1,405

 繰延ヘッジ損益 △1 △1

 為替換算調整勘定 △289 438

 退職給付に係る調整額 84 △43

 その他の包括利益合計 1,232 △1,011

四半期包括利益 5,006 3,136

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,908 2,657

 非支配株主に係る四半期包括利益 98 479
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第2四半期連結累計期間
(自 2021年4月 1日
　至 2021年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
　至 2022年9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 5,480 6,073

 減価償却費 517 527

 のれん償却額 57 57

 固定資産売却損益（△は益） 8 -

 投資有価証券売却損益（△は益） - △235

 減損損失 25 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △185

 工事損失引当金の増減額（△は減少） △29 △17

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △70 △78

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △75 △37

 受取利息及び受取配当金 △259 △293

 支払利息 18 10

 為替差損益（△は益） △25 △83

 売上債権の増減額（△は増加） 3,367 8,323

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,538 △1,290

 仕入債務の増減額（△は減少） △4,197 △7,014

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,433 △1,020

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △3,004 △1,680

 その他 △680 189

 小計 2,023 3,246

 利息及び配当金の受取額 260 293

 利息の支払額 △19 △11

 法人税等の支払額及び還付額（△は支払） △2,384 △3,251

 営業活動によるキャッシュ・フロー △119 276

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △333 △366

 定期預金の払戻による収入 334 390

 有形固定資産の取得による支出 △293 △1,131

 有形固定資産の売却による収入 38 0

 無形固定資産の取得による支出 △84 △327

 投資有価証券の取得による支出 △5 △5

 投資有価証券の売却による収入 - 449

 その他 △47 10

 投資活動によるキャッシュ・フロー △390 △979

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 148 -

 長期借入れによる収入 622 550

 長期借入金の返済による支出 △610 △554

 配当金の支払額 △1,387 △1,734

 非支配株主への配当金の支払額 △32 △57

 その他 △10 △39

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,269 △1,836

現金及び現金同等物に係る換算差額 △61 397

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,841 △2,141

現金及び現金同等物の期首残高 39,589 54,921

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  37,748 ※1  52,779
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※1 未成工事支出金等の内訳

 

 
前連結会計年度
(2022年3月31日)

当第2四半期連結会計期間
(2022年9月30日)

未成工事支出金 2,661百万円 3,762百万円

商品 286 426 

製品 19 75 

原材料 204 239 

仕掛品 40 2 
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第2四半期連結累計期間
(自 2021年4月 1日
至 2021年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日)

現金預金勘定 38,081百万円 53,145百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △333 △366 

現金及び現金同等物 37,748 52,779 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第2四半期連結累計期間（自　2021年4月1日　至　2021年9月30日）

　1 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月24日
定時株主総会

普通株式 1,387 39 2021年3月31日 2021年6月25日 利益剰余金
 

 

2 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年10月29日
取締役会

普通株式 1,316 37 2021年9月30日 2021年12月2日 利益剰余金
 

 

　3 株主資本の著しい変動

　　　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第2四半期連結累計期間（自　2022年4月1日　至　2022年9月30日）

　1 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年6月23日
定時株主総会

普通株式 1,734 49 2022年3月31日 2022年6月24日 利益剰余金
 

 

2 基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年10月31日
取締役会

普通株式 1,522 43 2022年9月30日 2022年12月2日 利益剰余金
 

 

　3 株主資本の著しい変動

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第2四半期連結累計期間(自 2021年4月1日 至 2021年9月30日)

1 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

四半期連結損益
計算書計上額

（注）3設備工事業

売上高      

  外部顧客への売上高 68,644 4,205 72,850 － 72,850

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 16 300 317 △317 －

計 68,661 4,506 73,167 △317 72,850

セグメント利益 4,858 132 4,990 0 4,990
 

(注) 1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器・太陽光発電システム等の

販売、機器製作・修理及び給湯器の製造販売等を含んでおります。

2 セグメント利益の調整額0百万円は、セグメント間取引消去に係るものであります。

3 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

2 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年9月30日)

1 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

四半期連結損益
計算書計上額

（注）3設備工事業

売上高      

  外部顧客への売上高 77,090 4,408 81,498 － 81,498

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 5 422 427 △427 －

計 77,095 4,830 81,926 △427 81,498

セグメント利益 5,175 130 5,306 1 5,307
 

(注) 1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器・太陽光発電システム等の

販売、機器製作・修理及び給湯器の製造販売等を含んでおります。

2 セグメント利益の調整額1百万円は、セグメント間取引消去に係るものであります。

3 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

2 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

住友電設株式会社(E00114)

四半期報告書

16/22



 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第2四半期連結累計期間（自　2021年4月1日 至　2021年9月30日）

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント

その他
(注) 1

合計
設備工事業

収益認識の時期    

一時点で移転される財およびサービス 29,268 4,205 33,474

一定の期間にわたり移転されるサービス 39,376 － 39,376

顧客との契約から生じる収益 68,644 4,205 72,850

外部顧客への売上高 68,644 4,205 72,850

地域別    

日本 57,131 4,205 61,337

アジア 11,508 － 11,508

その他 4 － 4

顧客との契約から生じる収益 68,644 4,205 72,850

外部顧客への売上高 68,644 4,205 72,850
 

(注) 1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器・太陽光発電システム等の

販売、機器製作・修理及び給湯器の製造販売等を含んでおります。

2 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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当第2四半期連結累計期間（自　2022年4月1日 至　2022年9月30日）

  (単位：百万円)

 
 報告セグメント

その他
(注) 1

合計
設備工事業

収益認識の時期    

一時点で移転される財およびサービス 29,494 4,408 33,902

一定の期間にわたり移転されるサービス 47,595 － 47,595

顧客との契約から生じる収益 77,090 4,408 81,498

外部顧客への売上高 77,090 4,408 81,498

地域別    

日本 61,280 4,408 65,688

アジア 15,676 － 15,676

その他 132 － 132

顧客との契約から生じる収益 77,090 4,408 81,498

外部顧客への売上高 77,090 4,408 81,498
 

(注) 1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、空調機器・太陽光発電システム等の

販売、機器製作・修理及び給湯器の製造販売等を含んでおります。

2 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第2四半期連結累計期間
(自　2021年4月 1日
至　2021年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自　2022年4月 1日
至　2022年9月30日)

1株当たり四半期純利益 100円24銭 106円99銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

3,566 3,787

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

3,566 3,787

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,576 35,402
 

(注) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第98期(2022年4月1日から2023年3月31日まで)中間配当については、2022年10月31日開催の取締役会において、

2022年9月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。

(1)配当金の総額 1,522百万円
 

(2)1株当たりの金額 43円
 

(3)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年12月2日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年11月4日

住友電設株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　大阪事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千　　葉　　一　　史  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松   本   光   弘  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友電設株式会社

の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2022年7月1日から2022年9月30日ま

で）及び第2四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友電設株式会社及び連結子会社の2022年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以  上

 
 

(注) 1 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管している。

2 XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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